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１ はじめに 

 

公共工事において頻発する入札談合事件への対応として、国及び地方公

共団体において入札制度改革が行われ、その一環として、公共工事の発注

方法の見直しが行われた結果、一般競争入札の導入が拡大されてきました。 

しかし、これに伴いダンピング受注の増加、不良工事の増加などが問題

となり、公共工事における品質の低下が懸念されるに至りました。 

こうした中、「公共工事の品質確保の促進に関する法律」が平成１７年 4

月 1日より施行され、その基本理念において、公共工事の品質は「経済性

に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮し、価格及び品質が総合的に

優れた内容の契約がなされたことにより、確保されなければならない」と

規定されました。 

そして、国及び地方公共団体が、公共工事の品質確保の促進に関する施

策を総合的に策定し、実施することを迫られたことを受け、小田原市では、

地方自治法施行令第１６７条の１０の２第 1項において「予定価格の制限

の範囲内の価格をもつて申込みをした者のうち、価格その他の条件が当該

普通地方公共団体にとって最も有利なものをもつて申込みをした者を落

札者とすることができる。」と規定された入札（以下「総合評価方式入札」

という。）を平成２０年度より試行してきましたが、令和４年度からはこ

れを本格運用することとしました。 

このガイドラインは、本市における総合評価方式入札の実施にあたって

の基本的事項を示すもので、総合評価方式入札をより効率的かつ円滑に実

施することを目的とするものです。 

なお、本ガイドラインでは総合評価方式入札のタイプとして３種類（特

別簡易型・簡易型・標準型）を示していますが、運用上、これまでの実績

等を考慮して、特別簡易型・簡易型の２種類のみ関係規定を整備していま

す。標準型については、今後実施が見込まれる際に、改めて詳細な手続き

について検討し、関係規定を整備するものとします。 

 

２ 総合評価方式入札の概要 

 

   従来の入札方式は、標準的な設計、施工方法に基づき最も安い「価格」 

で入札した者を落札者としてきました。 

一方、総合評価方式入札は、「価格」の他に「価格以外の要素」を評価

の対象に加え、数値化した「評価値」の最も高いものを落札者とすること

で、予定価格の範囲内で価格と品質の両面で最も優れた施工業者を選定い

たします。 
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なお、「価格以外の要素」とは、工事目的物の性能・機能向上、施工方

法の工夫などの技術提案や同種工事の施工実績、工事成績等が対象となり

ます。 

＜従来の入札＞           ＜総合評価方式入札＞ 

                          

 

 

 

 

 

３ 総合評価方式入札の基本的事項 

 

（１） 総合評価方式入札のタイプ 

本市の総合評価方式入札は、工事の規模や難易度（技術的な工夫の余 

地）に応じて、次のタイプから選択します。 

 

① 特別簡易型 

技術的な工夫の余地が小さい工事を対象とし、施工計画を求めず、

企業や配置予定技術者の施工実績・工事成績等と入札価格を総合的

に評価する方式。 

② 簡易型 

技術的な工夫の余地が大きい工事を対象とし、簡易な施工計画を

求め評価するとともに、企業や配置予定技術者の施工実績・工事成

績等と入札価格を総合的に評価する方式。 

③ 標準型 

技術的な工夫の余地が特に大きい工事を対象とし、施工上の工夫

等の技術提案を求め評価するとともに、企業や配置予定技術者の施

工実績・工事成績等と入札価格を総合的に評価する方式。 

 

（２）技術力等の評価 

総合評価方式入札における技術力等の評価は、工事の規模及び難易度 

に応じて、①企業の技術力、②企業の社会性・信頼性に係る評価項目等

により行います。 

 

（３）評価項目の内容及び配点 

評価項目の内容及び配点の考え方について、「評価項目及び評価基準」

価格 価格     ＋ 

 

価格以外

の要素 
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に掲げる内容のとおりとし、個々の工事ごとに評価項目及び配点を落札

者決定基準として定めます。 
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評価種別 項番 評価項目 

総合評価の種類 

特別 

簡易型 
配点 簡易型 配点 標準型 配点 

企
業
の
技
術
力 

技術提案 

1 
総合的なコストの縮減に関する

技術提案 

        

必須   

(１項目

以上) 

５～ 

１５ 
2 

工事目的物の性能、機能の向上

に関する技術提案 

3 
社会的要請への対応に関する技

術提案 

技術提案に係る 

施工計画 
4 

技術提案の実現性、有効性を確

認するための施工計画の適切性 
        必須 3 

簡易な施工計画 

5 工程管理に係る技術的所見 

   

必須   

(１項

目以

上) 

３～ 

１２ 
    

6 品質管理に係る技術的所見 

7 施工上の課題に係る技術的所見 

8 
施工上配慮すべき安全対策に係

る事項 

企業の技術的 

能力 

9 同種工事の施工実績 必須 1 必須 1 必須 1 

10 工事成績 必須 3 必須 3 必須 3 

11 優良企業表彰 必須 2 選択＊ 2 選択＊ 2 

配置予定技術者

の能力 

12 同種工事の施工経験 必須 1 必須 1 必須 1 

13 工事成績  必須 3 必須 3 必須 3 

14 取得資格 必須 1 選択＊ 1 選択＊ 1 

企
業
の
社
会
性
及
び
信

頼
性 

災害時対応に係

る社会的貢献 
15 災害時協定締結の有無 選択＊ 1 選択＊ 1 選択＊ 1 

地域における 

社会的貢献 
16 地域活動への貢献の有無 選択＊ 1 選択＊ 1 選択＊ 1 

雇用・福祉に係る

社会的貢献 
17 

建設業労働災害防止協会への加

入状況 
選択＊ 0.5 選択＊ 0.5 選択＊ 0.5 

加算点の合計（満点の範囲） 11～13.5 11～25.5  16～31.5 

＊必要に応じて選択する。 

 

 

評価項目及び評価基準 
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評価項目及び配点 

 

【企業の技術力】 

項番 評価項目 評価区分 配点 

1 総合的なコストの縮減に関する技
術提案 

 5～15 2 工事目的物の性能、機能の向上に関
する技術提案 

3 
社会的要請への対応に関する技術
提案 

4 
技術提案の実現性、有効性を確認す
るための施工計画の適切性  3 

5 工程管理に係る技術的所見 

 3～12 
6 品質管理に係る技術的所見 

7 施工上の課題に係る技術的所見 

8 施工上配慮すべき安全対策に係る
事項 

9 

同種工事の施工実績 
【過去５年間における小田原市又は
国又は他の地方公共団体発注の同種
工事の施工実績】 

実績有 1 

無 0 

10 

工事成績 
 
【過去３年間の小田原市発注の同一
工種工事の平均点】 

８０点以上 3 

７７．５点以上８０点未満 2.5 

７５点以上７７．５点未満 2 

７２．５点以上７５点未満 1.75 

７０点以上７２．５点未満 1.5 

６７．５点以上７０点未満 1.25 

６５点以上６７．５点未満 1 

６０点以上６５点未満 0.5 

６０点未満 0 

11 

優良企業表彰 
 
【過去５年間における優良企業表彰
対象工事の件数】 

３件以上 2 

２件 1 

１件 0.5 

無 0 
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【企業の社会性及び信頼性】 

 

 

 

 

項番 評価項目 評価区分 配点 

12 

同種工事の施工経験 
【過去５年間における小田原市又は
国又は他の地方公共団体発注の同種
工事の施工経験の有無】 

有 1 

無 0 

13 

工事成績 
 
【過去５年間に主任技術者又は監理
技術者として従事した、小田原市発注
の同一工種工事の施工実績の最高点】 

８２点以上 3 

８０点～８１点 2 

７８点～７９点 1 

７６点～７７点 0.5 

７６点未満 0 

14 

取得資格 
 
【当該工事の技術者となり得る取得
資格】 

監理技術者となり得る国家
資格 

1 

主任技術者となり得る国家
資格 

0.5 

無 0 

項番 評価項目 評価区分 配点 

15 災害時協定締結の有無 
（小田原市との協定） 

有 1 

無 0 

16 地域活動への貢献の有無 

有 1 

無 0 

17 建設業労働災害防止協会への加入
状況 

有 0.5 

無 0 
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（４）落札者の決定方法 

   総合評価方式入札における落札者の決定方法は、予定価格の範囲内に 

あるもののうち、「評価値」が最も高い者が落札者となります。 

本市では、「標準点（１００点）」及び技術的要素の評価による「加算 

点」の合計（「技術評価点」）を「入札価格」で除した後、１００万を乗

じて得た数値（「評価値」）の最も高い者を落札者とする「除算方式」を

採用します。 

 

① 標準点は１００点とします。 

② 加算点は、「評価項目及び評価基準」に基づき、算出します。 

③ 評価値は、小数点以下第５位を切り捨てます。 

④「入札価格」は、消費税及び地方消費税を除いた価格とします。 

⑤「入札価格」が「予定価格」を超えた場合は、評価をいたしません。 

⑥「小田原市発注工事における低入札価格調査実施要領」に基づき、「評

価値」の最も高い者の入札金額が低入札価格調査基準価格未満で、

かつ、失格基準価格以上の場合、調査を実施し、「小田原市低入札価

格調査審査委員会」において、当該契約内容に適合した履行が確保

できるか審査を行います。その結果工事が履行可能と判断されれば

落札候補者となります。 

  なお、調査基準価格以上の金額で入札した者が、調査対象者となる

べき者と同評価値の場合、くじにより落札候補者又は調査対象者を

決定します。 （※落札候補者となった者は、事後審査により要件

を満たしていることが確認できた場合に落札者となります。） 

 

４ 学識経験者の意見聴取 

   総合評価方式入札では、発注者の恣意性を排除し、中立かつ公正な審

査・評価を行うことが重要であるため、地方自治法施行令の規定によれ

ば、次の段階で、２人以上の学識経験者から意見聴取をすることとされ

ています。 

①「落札者決定基準を定めるとき」 

②「落札者を決定するとき」（ただし、落札者決定基準に基づき、落

札者を決定する際、改めて学識経験者の意見を聞く必要があるかどう

かを確認し、その必要性を認めた場合に限ります。） 

     このことから、本市の総合評価方式入札の運用においても、学識経

験者からの意見聴取を行います。 

「評価値」＝ 「技術評価点」／「入札価格」×1,000,000 

＝（「標準点」＋「加算点」）／「入札価格」×1,000,000 
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５ 入札・契約手続きの流れ 

 

特別簡易型  簡易型 

 

総合評価方式の適用、評価項目及び評価基準の設定について検討 

   

入札・契約制度等検討委員会で審議・決定 

   

  
技術審査会による 

落札者決定基準(案)の作成 

   

  総合評価審査委員会で決定 

   

学識経験者の意見聴取 

   

落札者決定基準の決定 

   

入札公告等 

   

入札参加資格確認申請 

及び技術資料の提出 
 入札参加資格確認申請 

   

指名・非指名通知 

   

技術資料の審査 

及び技術評価点の算出 
 技術資料の提出 
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技術審査会による技術資料の

審査及び技術評価点の算出 

   

  
総合評価審査委員会 

に報告・決定 

   

  不適格事項の通知 

   

入札・開札及び評価値の算出 

 

  

※疑義申立（積算に瑕疵が 

あった場合は無効） 

 

低入札価格調査の実施（該当のある場合） 

   

小田原市低入札価格調査審査会で審査・決定（調査を実施した場合） 

   

  
総合評価審査委員会 

に報告・決定 

   

学識経験者の意見聴取 

   

落札者の決定 

   

契約 
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６ 評価内容の担保 

 

総合評価方式では、落札者の提示した簡易な施工計画の技術的所見は、

すべて契約内容となるため、これらを履行できなかった場合の措置をあら

かじめ定めることとします。 

また、簡易な施工計画の不履行が工事目的物の瑕疵に該当する場合は、

工事請負契約書に基づき瑕疵の補修を請求し、または補修に代えもしくは

補修とともに損害賠償を請求することになります。 

なお、共同企業体による施工の場合は、共同企業体を構成する者すべて

に次の項目が適用されます。 

 

（１）簡易な施工計画の履行に関する事項 

受注者は、簡易な施工計画の内容を「施工計画書」に記載し、履行し

なければなりません。ただし、発注者が実施を認めない旨の指示をした

内容を除きます。 

発注者は不履行が判明した時点で、すみやかに「文書注意（通知）」を

行い、当該内容の履行を促すものとします。「文書注意（通知）」を行っ

ても履行されない場合は、「文書注意（指示）」を行い再度当該内容の履

行を促すこととします。その不履行が、受注者の責によるものである場

合、再度の施工を原則とするとともに、工事成績評定点を減じます。 

また、その不履行が受注者の責によるものであり、「文書注意（指示）」

を行っても履行されない場合、または再度の施工が困難な場合、発注者

の書面指示による施工等を原則とするとともに、工事成績評定点を減じ

ます。 

さらに、簡易な施工計画に対する履行状況が特に悪質と認められる場

合は、小田原市工事等競争入札参加資格者の指名停止等措置要領に基づ

き指名停止等の措置や損害賠償請求を行うことも検討します。 

 

（２）ペナルティの設定（工事成績評定点の減点） 

① 文書注意（通知）後に履行された場合・・減点なし 

② 文書注意（指示）後に履行された場合・・提案ごとに３点減点 

③ 文書注意（指示）後にも不履行の場合・・提案ごとに５点減点 

④ 再度の施工が困難な場合・・・・・・・・提案ごとに８点減点 
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７ 総合評価方式入札に関わる事項の公表 

 

総合評価方式入札における手続きの透明性・公平性を確保するために、

入札公告等により落札者決定基準等を明らかにし、落札結果とともに評価

内容を公表します。 

 

（１）入札公告等により明示する事項 

・ 総合評価方式入札を適用すること 

・ 入札参加資格要件 

・ 落札者決定基準等 

・ 施工計画等の内容が履行できなかった場合の措置等 

 

（２）落札結果とともに公表すること 

・ 入札参加者 

・ 入札価格 

・ 予定価格、調査基準価格 

・ 加算点の内訳、技術評価点 

・ 評価値 

・ 無効・失格であった場合の理由 

 


